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１．予算規模 

 

御坊市の平成 23 年度一般会計、各特別会計及び企業会計の歳入歳出予算額は、下表に

示すとおり総合計 189 億 9,436 万 8 千円で、平成 22 年度予算額と比較して、41 億 9,867

万 7 千円(28.4％)の増となっています。 

 

平成２３年度 各会計別総表 

 

（単位：千円） 

区 分 
平成２３年度 

（Ａ） 

平成２２年度 

（Ｂ） 

比 較 

（Ａ）－（Ｂ） 

増減率 

（％） 

一 般 会 計 11,650,364 10,900,193 750,171 6.9 

特

別

会

計 

同和対策住宅新築資金等貸付事業 38,795 54,238 △15,443 △28.5 

国 民 健 康 保 険 3,494,513 7,446 3,487,067 46,831.4 

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 1,900 1,893 7 0.4 

農 業 集 落 排 水 事 業 148,200 156,617 △8,417 △5.4 

介 護 保 険 2,129,280 2,004,841 124,439 6.2 

公 共 下 水 道 事 業 297,481 367,136 △69,655 △19.0 

後 期 高 齢 者 医 療 515,465 533,174 △17,709 △3.3 

老 人 保 健  10,121 △10,121 皆減 

小 計 6,625,634 3,135,466 3,490,168 111.3 

水 道 事 業 718,370 760,032 △41,662 △5.5 

合 計 18,994,368 14,795,691 4,198,677 28.4 
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２．平成２３年度予算の特徴 

 

日本の経済・社会は、歴史の転換点に差し掛かっています。 

 ２０年以上低迷してきた経済は、本格的な回復の軌道に乗っておらず、慢性的なデフ

レが続いています。何より、深刻な財政状況の下、持続可能な社会保障の整備が遅れる

中、尐子・高齢化、生産年齢人口の減尐は否応なく進み、社会の閉塞感、将来への不安

感が高まっています。こうした状況の下、国においては、政権交代により掲げた、「人」

への投資の重視、新しい公共、地域主権等の様々な改革を進めてきましたが、改革はま

だその途上にあります。地方財政については、地域主権の確立に向けた制度改革に取り

組むとともに、地域に必要なサービスを確実に提供できるよう、地方財政の所要の財源

を確保することで、住民生活の安心と安全を守るとともに地方経済を支え、地域の活力

を回復させていくこととしています。 

こうした状況のもと、本市では総合的かつ計画的な市政運営の指標となる第４次総合計

画の策定が進められており、５つの施策の基本方向を定め、市民と行政がまちづくりの

主体として役割を分担し、協働して地域社会を担っていく「新しい公共」の構築を図り、

特色のあるまちづくりに取り組むことにより目標を実現していくこととしているところ

であります。 

地方交付税は、昨年度と比較して増額となっておりますが、決算の比較においては減額

となる見込であり、臨時財政対策債についても大幅な減額となっております。歳入の根

幹をなす市税については企業収益の回復等により一定の回復が見込まれてはおりますが、

医療費扶助を中心とした社会保障関係経費が大幅増となるなど依然として厳しい財政状

況にあり、総合計画における目標とするまちの姿を実現していくためには、集中改革プ

ラン、財政健全化計画及び第５次行財政改革実施計画を着実に実行に移し、財政基盤の

確立を図ることが必要であります。平成２３年度予算編成については、市民ニーズ、事

業の緊急度等優先順位についての厳しい選択を実施し、財源の効率的・計画的な配分に

努めながらも、昨年度に比べ、積極的な事業実施に取り組んだ予算となっています。 

本年度予算の主なものといたしまして、第一に、湯川中学校の建替に向けた関係事業を

計上しております。第二に、子ども医療費助成制度の拡大、子宮頸がん、ヒブ・小児用

肺炎球菌予防接種費用の助成など子育て環境の整備を図ります。第三に、公共下水道事

業、街路事業等継続事業を中心とした都市基盤の整備、第四に、漁港施設整備事業、商

業振興など、にぎわいとゆたかさを創り出すまちづくりのための施策の充実を図ります。

最後に、昨年度に引き続き土地開発公社の健全化を図るため、公有地の取得を計画的に

進めます。 
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３．主な施策の内容 

 

（１）夢にあふれる輝くひとを育むまち 

  ①湯川中学校改築事業（新規）                 441,884 千円 

    老朽化が進んだ湯川中学校校舎棟、特別教室棟及び屋内運動場棟 

   を改築することにより、教育環境の整備を図る。今年度は校舎耐力 

   度調査や基本的な設計業務等の委託及び学校用地の購入を図る。 

 

②外国青年招致事業（継続）                   5,276 千円 

外国青年による中学校での英語教育の実施 

 

（２）明るくすこやかに暮らせるまち 

①こども医療費助成制度の拡大（新規）             17,000 千円 

  従来実施していた就学前までの医療費無料化を、小学校卒業まで 

 に拡大することで、子どもを持つ家庭の医療費負担の軽減を図ると 

 ともに、安心して子どもを育てる環境づくりを推進する。 

 

②子宮頸がん予防接種事業（継続）                20,655 千円 

  感染による子宮頸がんを予防するため、思春期の女児の対象者を 

拡大して、ワクチン接種を行い併せて女性特有のがん検診率の向上 

を図る。 

 

③ヒブ・小児用肺炎球菌予防接種助成事業（新規）         30,518 千円 

  小児細菌性髄膜炎などの発症と重症化を防ぐため、ヒブワクチン 

と小児用肺炎球菌ワクチンの接種費用を助成する。 

 

④発達支援相談事業（継続）                   2,060 千円 

就学前の幼児の健やかな発達を支援するため、また、保護者の不 

安を軽減するため、相談員との相談回数を大幅に増やすことにより、 

適切な評価と、子ども・保護者に個々の課題に応じた助言を行うな 

ど、子どもたち一人ひとりに合わせた発達支援の充実を図る。 
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⑤第三子以降子育て応援事業（継続）               12,000 千円 

第三子以降の就学前において給付を行うことにより、子育て世帯 

の経済的負担を軽減することで次世代育成支援の推進を図る。 

 

⑥妊婦健康診査事業（継続）                  21,690 千円 

  妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図るため、妊婦健 

康診査に必要な経費（１４回）を助成する。 

 

（３）環境にやさしく安心して暮らせるまち 

①津波避難路拡張事業（新規）                  10,000 千円 

近い将来発生が予想される南海地震津波の被害を軽減するため、 

 日高川右岸堤防への昇降路の拡張工事を実施することにより津波避 

 難経路の整備を行う。 

 

 ②木造住宅耐震化促進事業住宅改修補助事業（継続）         3,000 千円 

  木造住宅の耐震改修を実施する者に対し、一戸当たり６０万円を 

限度として補助 

 

③消防施設整備、救急体制等の強化充実             56,000 千円 

   ・緊急通信指令施設の整備（新規）      50,000 千円 

   ・防火水槽新設（継続）           6,000 千円 

 

（４）にぎわいと豊かさを創りだすまち 

①小規模土地改良事業                      10,550 千円 

・畑ケ田水路改修工事（財部地区）（新規）   5,500 千円 

   ・森岡水路改修工事 （森岡地区）(新規)   3,500 千円 

   ・桧谷農道舗装工事（明神川地区）(継続)      1,550 千円 

 

②漁港施設整備事業（継続）                   10,000 千円 

加尾漁港    8,000 千円 

上野漁港    2,000 千円 
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③企業立地促進助成事業（継続）                 3,647 千円 

企業が進出しやすい環境を整え、産業の振興と雇用機会の拡大を 

図る。 

 

④観光振興事業（継続）                    6,826 千円 

日高港の活性化を図るイベントや「花のまちステップアッププラ 

   ン」の一環として、ファムツアーの実施等により御坊の魅力発信を 

   図る。 

 

（５）快適な暮らしと交流が生まれるまち 

①橋梁長寿命化修繕計画策定事業（新規）            5,000 千円 

 橋梁長寿命化修繕計画を策定することにより、今後増大が見込ま 

れる橋梁の修繕、架け替えに要する経費のコスト縮減を図る。 

 

②街路事業                          40,000 千円 

・道成寺天田橋線（継続） 

平成１１年度～平成２５年度 

（全体計画 L=1,000m W=12m） 

 

③道路環境整備事業（継続）                  56,000 千円 

道路側溝の整備により、高齢者や障害者の方の通行の安全を確保 

 

④公共下水道事業（継続）                  217,750 千円 

塩屋地区管路施設工事等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．一般会計予算資料

（１）款別予算額

（歳　　入）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

１． 3,440,962 29.5 3,407,485 31.3 33,477 1.0

２． 85,946 0.7 88,244 0.8 △ 2,298 △ 2.6

３． 12,119 0.1 12,012 0.1 107 0.9

４． 4,317 0.0 1,690 0.0 2,627 155.4

５． 1,364 0.0 720 0.0 644 89.4

６． 268,320 2.3 263,790 2.4 4,530 1.7

７． 21,840 0.2 27,060 0.3 △ 5,220 △ 19.3

８． 47,882 0.4 40,587 0.4 7,295 18.0

９． 3,600,544 30.9 3,214,768 29.5 385,776 12.0

１０． 5,711 0.1 5,989 0.1 △ 278 △ 4.6

１１． 92,339 0.8 91,195 0.8 1,144 1.3

１２． 244,337 2.1 236,330 2.2 8,007 3.4

１３． 1,659,625 14.3 1,538,761 14.1 120,864 7.9

１４． 753,747 6.5 635,199 5.8 118,548 18.7

１５． 12,198 0.1 32,129 0.3 △ 19,931 △ 62.0

１６． 1 0.0 1 0.0 0 0.0

１７． 122,037 1.0 154,189 1.4 △ 32,152 △ 20.9

１８． 1 0.0 1 0.0 0 0.0

１９． 274,174 2.4 188,943 1.7 85,231 45.1

２０． 1,002,900 8.6 961,100 8.8 41,800 4.3

11,650,364 100.0 10,900,193 100.0 750,171 6.9

市 債

合　　　　　　　　　計

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

（単位：千円、％）

区　　　　　　　　　　分

平成23年度 平成22年度 比　　　　較

市 税
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（歳　　出）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

１． 184,734 1.6 141,263 1.3 43,471 30.8

２． 1,595,855 13.7 1,647,644 15.1 △ 51,789 △ 3.1

３． 4,456,069 38.3 3,991,463 36.6 464,606 11.6

４． 1,151,931 9.9 1,133,859 10.4 18,072 1.6

５． 9,188 0.1 9,188 0.1 0 0.0

６． 283,999 2.4 301,065 2.8 △ 17,066 △ 5.7

７． 84,068 0.7 118,114 1.1 △ 34,046 △ 28.8

８． 538,273 4.6 614,294 5.6 △ 76,021 △ 12.4

９． 446,931 3.8 398,969 3.7 47,962 12.0

１０． 1,344,762 11.5 903,232 8.3 441,530 48.9

１１． 1 0.0 1 0.0 0 0.0

１２． 1,432,918 12.3 1,488,400 13.6 △ 55,482 △ 3.7

１３． 96,243 0.9 128,548 1.2 △ 32,305 △ 25.1

１４． 25,392 0.2 24,153 0.2 1,239 5.1

11,650,364 100.0 10,900,193 100.0 750,171 6.9

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　　　　　　　計

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

（単位：千円、％）

区　　　　　　　　　　分

平成23年度 平成22年度 比　　　　較
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（２）性質別予算額

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

１． 6,793,372 58.3 6,878,251 63.1 △ 84,879 △ 1.2

人 件 費 2,460,530 21.1 2,667,052 24.4 △ 206,522 △ 7.7

扶 助 費 2,899,924 24.9 2,722,799 25.0 177,125 6.5

公 債 費 1,432,918 12.3 1,488,400 13.7 △ 55,482 △ 3.7

２． 2,581,376 22.2 2,535,182 23.3 46,194 1.8

物 件 費 1,449,844 12.4 1,347,793 12.4 102,051 7.6

維 持 補 修 費 53,089 0.5 55,420 0.5 △ 2,331 △ 4.2

補 助 費 等 1,078,443 9.3 1,131,969 10.4 △ 53,526 △ 4.7

３． 912,913 7.8 501,053 4.6 411,860 82.2

普 通 建 設 事 業 912,913 7.8 501,053 4.6 411,860 82.2

補　助　事　業 93,520 0.8 106,715 1.0 △ 13,195 △ 12.4

単　独　事　業 814,348 7.0 388,314 3.6 426,034 109.7

受　託　事　業 5,045 0.0 6,024 0.0 △ 979 △ 16.3

災 害 復 旧 事 業 0 0 0 0.0

４． 1,362,703 11.7 985,707 9.0 376,996 38.2

繰 出 金 1,221,457 10.5 924,528 8.5 296,929 32.1

積 立 金 114,854 1.0 16,026 0.1 98,828 616.7

投 資 及 び 出 資 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

貸 付 金 1,000 0.0 21,000 0.2 △ 20,000 △ 95.2

予 備 費 25,392 0.2 24,153 0.2 1,239 5.1

11,650,364 100.0 10,900,193 100.0 750,171 6.9

義 務 的 経 費

消 費 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他

合　　　　　　　　　計

（単位：千円、％）

区　　　　　　　　　　分

平成23年度 平成22年度 比　　　　較

8



平成２３年度一般会計当初予算

市税

3,440,962

(29.5%)

諸収入 274,174(2.4%)

使用料及び手数料

244,337(2.1%)

地方交付税

3,600,544 

(30.9%)

国庫支出金

1,659,625

(14.3%)

市債

1,002,900(8.6%)

県支出金

753,747(6.5%)

繰入金 122,037(1.0%)

分担金及び負担金 92,339(0.8%)

財産収入 12,198(0.1%)

寄附金 1  

繰越金 1

地方消費税交付金 268,320(2.3%)

地方譲与税 85,946(0.7%)

地方特例交付金 47,882(0.4%) 

自動車取得税交付金 21,840(0.2%)

利子割交付金 12,119(0.1%)

交通安全対策特別交付金 5,711(0.1%) 

配当割交付金 4,317

株式等譲渡所得割交付金 1,364
歳入合計

11,650,364千円

(100.0%)

自主財源

4,186,049(35.9%)

依存財源

7,464,315(64.1%)

民生費

4,456,069 

(38.3%)

総務費

1,595,855 

(13.7%)

公債費

1,432,918

(12.3%)

教育費

1,344,762

（11.5％）

衛生費

1,151,931

(9.9%)

土木費 538,273 (4.6%)

消防費 446,931(3.8%)

農林水産業費

283,999 (2.4%)

議会費 184,734 (1.6%)

歳出合計

11,650,364千円

(100.0%)

諸支出金 96,243(0.9%)

商工費 84,068(0.7%)

予備費 25,392(0.2%)

労働費 9,188(0.1%)

災害復旧費 1

扶助費

2,899,924 

(24.9%)

人件費

2,460,530 

(21.1%)物件費

1,449,844 

(12.4%)

公債費

1,432,918 

(12.3%)

繰出金

1,221,457

（10.5％）

補助費等

1,078,443 

(9.3%)

普通建設事業費

912,913 (7.8%)

積立金 114,854(1.0%)

維持補修費 53,089(0.5%)

予備費 25,392(0.2%)

貸付金 1,000

歳出性質別合計

11,650,364千円

(100.0%)

　　9
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５．部・課別主要事業の内容 

 

総務部 

  

（企 画 課） 

（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

ミュージックフェ

ス イン ゴボウ 

練習の成果を発揮する機会が尐ないアマチュアバンドに発表

の場を提供することにより、個性豊かなふるさとづくりと市民

の文化活動の高揚を図る。 

 

1,350 

日高港振興事業補

助金 

これまで日高港の利用促進の一環として、中国大連への木材

の輸出の可能性について調査をしてきたが、平成２３年度も御

坊商工会議所を事業主体として、これまで築いてきた取り引き

先等との交流を継続し、中国国内での木材の利用動向やロシア

材の関税動向等を調査するとともに、木材に特化した取り組み

に限定せず、紀中地域におけるコンテナ等を中心とした貨物の

状況を把握するなど様々な方面から可能性にある物流の調査検

討を行う。 

    9,000 

 

 （税 務 課） 

土地・家屋台帳履歴 

管理システム構築 

事業 

 

 膨大な紙の台帳を電算化し一元管理を行うことで、登記の異

動更新処理に係る経費の削減及び台帳閲覧サービスの効率化に

よる事務負担の軽減、事務スペースの拡大を図る。また、登記

所からの登記情報の電子媒体での受渡しに備え、データのイン

ポートでの登記異動の一括処理を目的とする。 

10,860 

 

 

市民福祉部 

 

（環境衛生課） 

合併処理浄化槽設

置補助金 

 生活雑排水による公共用水域の水質汚濁の低減を図るため、

合併処理浄化槽の設置者に対して補助を行う。 

38,520 
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（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

ごみ処理対策費  一般廃棄物処理基本計画及び一般廃棄物処理実施計画に基づ

き、ごみの６種分別・指定袋制による収集運搬、処理及びし尿・

浄化槽汚泥等の収集運搬、処理を行う。 

164,006 

自治連合会防犯灯

電気料補助金 

 防犯や事故のない安全なまちづくりと自治会の経費負担軽減

による自治会活動の活性化に資することを目的に、市自治連合

会を通じて各自治会に防犯灯電気料を補助する。 

3,000 

 

（市 民 課） 

  

住民基本台帳ネッ

トワークシステム

関連 

 

 住民基本台帳法の一部改正により、外国人住民が新たに住

民基本台帳法の適用対象に加わることとなるために必要な住

民基本台帳システムの改修を実施する。 

19,320 

 

 

公的個人認証サービスに係る端末機器（windows2000）のセ

キュリティーサポートが終了することに伴い、適切な情報の

管理、保護等を確保するため、端末機器の更新を行う。 

717 

 

防災対策関連 各種災害に備え、防災関係機関及び地域住民との緊密な連携

のもとに、防災活動体制の充実強化と市民の防災意識の高揚を

図り、地域防災力の向上を目指し訓練を実施する。 

   地域防災力向上事業     605 

 近い将来起こると予想されている南海地震津波の被害を軽減

するため、津波避難施設の整備を行う。 

   津波避難路拡張工事   10,000 

10,605 

 

 

（社会福祉課） 

  

保育所運営事業 保護者の労働・疾病等の理由で家庭内での保育に欠けてい

る幼児を保育所で保育することにより、保護者の子育てと仕

事の両立を助け、その家庭支援を行う。また近年の労働事情

に鑑み、労働時間の長い保護者のため、朝夕の保育時間を延

長する延長保育や心身に障害を持つ子ども達への障害児保育

も実施する。 

256,916 

統合保育推進事業 保育園等における障害児の発達支援のため、発達相談員に

協力をあおぎ、その充実を図る。 

491 
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（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

病児、病後児保育

事業 

病気中や病気の回復期にある児童を預かることで保護者の

子育てと就労の両立を支援するとともに、児童の健全な育成

及び資質の向上に寄与することを目的として実施する。 

7,632 

地域子育て支援セ

ンター事業 

子育てにおいて抱える育児不安等についての相談指導や子

育てサークルの育成・支援及び保育サービスの情報提供、ま

た子育て教室や親子教室など子育て家庭に対する育児支援等

を行う。 

10,915 

子ども手当給付事

業 

 義務教育終了までの児童を養育している方に手当を支給す

ることにより、家庭における生活の安定に寄与するとともに、

児童の健全な育成及び資質向上に資する。 

533,685 

児童扶養手当給付

事業 

 父・母の離婚・死亡などにより、父または母と生計を同じ

くしていない児童について手当を支給、母子・父子家庭等の

生活の安定と自立を助け、児童福祉の増進を図る。 

182,655 

母子家庭等の自立

のための就業支援

事業 

 母子家庭等に対し、自立支援教育訓練給付や母子家庭高等

技能訓練促進費を支給することにより、母子家庭等の生活の

安定と自立を助け、児童の健全な育成及び資質向上を図る。 

3,384 

母子生活支援施設

委託事業 

夫等の虐待や生活の困窮が原因で当市で生活ができない母

子に対し、他市にある母子生活支援施設等に入所させること

により、その母子の生活を安定させるとともに児童の健全な

育成及び資質の向上を図る。 

4,800 

第三子以降の保育

料助成事業 

尐子化対策の一環として、１８歳未満の児童を３人以上養

育･監護している世帯の内、３歳未満の第三子以降の乳幼児の

保育料を無料とする。 

5,577 

第三子以降子育て

応援事業 

第三子以降の就学前において給付を行うことにより、子育

て世帯の経済的負担を軽減することで次世代育成支援の推進

を図る。 

12,000 

放課後児童健全育

成事業 

小学校に就学する低学年児童のうち放課後や学校休業日に

家庭において保護者の適切な保護を受けられない児童を対象

に児童の安全確保、健全育成及び福祉の向上を図ることを目

的に実施する。 

15,085 

隣保館事業 周辺地域住民に対して、福祉の向上や人権啓発のための住民

交流の拠点となる地域に密着した福祉センター（コミュニテ

34,951 
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（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

ィセンター）として、生活上の各種相談事業をはじめ、社会

福祉等に関する総合的な事業を展開し、地域に開かれた運営

事業の実施を図る。 

 

社会福祉協議会活

動促進事業 

市民団体の集合体である御坊市社会福祉協議会に対して、

補助金を供出することにより、各市民団体の自主的な活動と

連合体である協議会の活動を支援し、市民福祉の向上を図る。 

30,884 

民生・児童委員活

動促進事業 

行政と市民を繋ぐ大きな橋渡しとしての民生・児童委員の

活動に対して、御坊市民生児童委員連絡協議会に補助金を支

出することにより、研修等や論議で委員の資質を高め、市民

福祉の向上を図る。 

6,213 

保護司会活動促進

事業 

日高地方及び御坊市保護司会に対し補助金を支出すること

により、更正保護活動及び社明運動の更なる推進を図る。 

476 

生活保護法実施事

業 

生活困窮者への支援を目的とする生活保護法に基づき、よ

り一層のケースワークの充実と経費節減に努め、本法の適正

実施を推進する。 

1,062,486 

地域福祉計画書の

作成 

 

 

児童福祉計画、老人福祉計画、障害者福祉計画等の上位計

画で、平成２２年度にアンケート調査等を実施し、素案を作

る。平成２３年度に地区懇や策定委員会を実施するなどし、

冊子を製本する。 

1,500 

地域見守り協力員

事業委託 

地域の高齢者の見守りなど、地域見守り協力員の活動を支

援することを目的に社会福祉協議会に事業委託を行う。 

925 

 

（健康福祉課） 

  

成年後見制度利用

支援事業 

 障害者や認知症高齢者の財産や人権を保障するため、市長申

立制度を創設し、費用負担が困難な申立者に初期費用の一部を

助成する事業 

600 

 

障害者相談支援事

業 

(障害者総合相談センタ

ー） 

 障害児（者）及び障害者等の保護者からの相談に応じ、地域

生活の支援、余暇活動の支援、また就労への支援を行うために、

関係機関との調整・助言指導の窓口として、社会福祉法人に委

託して行う事業 

8,266 
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（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

手話通訳者等派遣

事業 

 聴覚障害者の社会活動への支援やコミュニケーションを支援

するため、手話通訳者の派遣を社会福祉法人に委託して行う事

業 

     250 

 

障害者社会参加促

進事業 

 地域社会におけるノーマライゼイションの実現のため、スポ

ーツ・文化活動や自動車運転免許の取得などを通し障害者の社

会活動への参加や障害者同士の交流を図るための支援を行う事

業 

   1,950 

 

日中一時支援事業 障害児（者）の保護者や家族の就労支援及び日常的介護から

一時的に休息を可能とするため、日中における活動の場の提供

を社会福祉法人に委託して行う事業 

   6,000 

障害者移動支援事

業 

社会生活上必要不可欠な外出や余暇活動への参加を支援する

ため、移動に必要なガイドヘルパーの派遣を、社会福祉法人や

支援団体に委託して行う事業 

   6,600 

地域活動支援セン

ター運営事業 

就労が困難な在宅の障害者に対し、通所による社会適応訓練

を目的とした創作的活動又は生産活動の機会を提供するための

支援を、社会福祉法人に委託して行う事業 

  12,990 

 

施設通所交通費補

助事業 

 障害児の自立生活に必要な知識技能を修得するための機能訓

練施設への通所や、障害者の通所授産施設及び地域活動支援セ

ンターへの通所を支援するため、通所に要する交通費の一部や

送迎を行う事業所に送迎に要する経費の一部を補助する事業 

7,016 

 

障害者地域生活推

進拠点整備事業  

 障害者がボランティア等の支援を受けて、地域において社会

活動や経済活動を体験するための実習施設の運営費の一部を補

助する事業 

   3,600 

障害者更生医療費

給付事業 

 身体障害の状態の安定を図り、ハンディキャップを軽減する

ために必要な医療に要する費用を給付する事業 

  90,000 

重度心身障害児者

医療費給付事業 

重度身体、知的、精神障害者の状態の向上又は安定維持する

ための医療機関での受診に要する医療費のうち、健康保険や他

法による給付を除く全部又は一部の費用を給付する事業 

 100,000 

 

身体障害児者補装

具費給付事業 

 身体障害児者の在宅生活の便宜を図るため、身体機能を補完

するための補装具の購入、修理に要する費用の一部を給付する

事業 

 9,000 
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（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

障害者等日常生活

用具給付事業 

 重度障害者や難病患者の日常生活の便宜を図るため、用具の

給付及び貸与や紙おむつの給付、住宅改修に要する費用を給付

する事業 

  12,264 

福祉タクシー券給

付事業 

重度の身体・知的障害者や介護度の高い高齢者の外出を支援

するため、タクシー初乗り運賃を助成する事業 

   7,688 

 

介護給付費給付事

業 

障害に起因する、日常生活上継続的に必要な介護支援を受け

るもので、居宅介護、短期入所、生活介護、共同生活介護、施

設入所支援等に要する費用を給付する事業 

285,000 

 

訓練等給付費給付

事業 

障害者が地域で生活を行うため、一定期間提供される訓練的

支援を受けるもので、機能訓練、生活訓練、就労移行支援等に

要する費用を給付する事業 

75,000 

就労支援施設等利

用者負担助成事業 

障害者の就労支援施設等の利用促進を図るため、利用者が負

担する利用料を補助する事業 

447 

 

在宅介護支援セン

ター運営事業 

高齢者の在宅生活を応援するため、実態を把握するとともに

福祉サービスの相談、関係機関との調整窓口機能として市内５

ヶ所の在宅介護支援センターを社会福祉法人等に委託して実施

する事業 

14,000 

 

高齢者デイケアサ

ロン運営事業 

地域で暮らす高齢者の閉じこもり予防、高齢者同士のコミュ

ニケーションを促進し、健康に暮らせる環境づくりとしてボラ

ンティアの見守りによるサロンを運営する事業 

 22,780 

生活管理指導短期

宿泊事業 

 基本的生活習慣の欠如や社会適応が困難な在宅の介護保険非

該当の高齢者を、養護老人ホームへの短期入所により生活指導

など支援を行う事業 

1,490 

 

 

緊急通報システム

設置事業 

一人暮らしの高齢者等に対し、電話回線を利用した緊急通報

装置を貸与することで、救急救助等の緊急時の通報を容易にす

る事業 

  10,496 

 

シルバー人材紹介

事業 

現役を退いた市民の知識、技術を地域において有効に活用す

るため、就労斡旋を社会福祉協議会に委託して行う事業 

1,961 

老人クラブ運営費

補助事業 

 高齢者同士の交流を促進するため、地域毎に組織された老人

クラブの運営を充実させるための運営費補助を行う事業 

  2,825 
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（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

養護老人ホーム入

所支援事業 

 在宅生活が困難な高齢者の居住を確保するため、養護老人ホ

ームへの入所費用を支弁する事業 

   91,926 

老人医療費助成事

業 

 収入が特に尐ない６７歳から６９歳の高齢者の医療費のう

ち、健康保険や他法の給付を除く費用の一部を助成する事業 

   3,000 

特別障害者手当等

給付事業 

 在宅で常時介護を要する重度の身体・知的障害児者に手当金

を給付する事業 

   15,000 

地域包括支援セン

ター運営事業 

 高齢者の地域生活を支えるため、権利擁護を含めた様々な相

談への対応、虐待防止のネットワークづくり、介護予防ケアマ

ネジメント等を実施する事業 

  18,807 

 

認知症対策等総合

支援事業 

 認知症の高齢者や家族を支えるため、地域包括支援センター

を核として認知症疾患指定医療機関や認知症サポート医、介護

事業所、民生児童委員などの関係機関との連携による支援体制

のネットワークづくりを推進する事業 

   6,500 

 

心身障害児福祉年

金給付事業 

 心身に障害がある児童を監護する保護者に手当金を給付する

事業 

  2,520 

 

ひとり親家庭医療

費助成事業 

 配偶者のいない父又は母と１８歳未満の児童の医療費のう

ち、健康保険や他法による給付を除く費用を助成する事業 

  37,000 

 

乳幼児医療費助成

事業 

 乳幼児・児童の入院、通院に要する医療費のうち、健康保険

や他法による給付を除く費用を助成する事業 

51,000 

乳幼児健康診査事

業 

 乳幼児の健やかな成長発達と子育てを支援するために行う健

康診査事業 

   4,452 

 

発達支援相談事業  就学前の幼児の健やかな発達を支援するため、また、保護者

の不安を軽減するために行う事業 

  2,060 

妊婦健康診査事業  妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図るため、妊

婦健康診査に必要な経費（１４回）を助成する事業 

 21,690 

不妊治療費助成事

業 

 不妊に悩む夫婦を支援するため、不妊検査や不妊治療に要す

る費用を助成する事業 

   300 

 

健康日高２１推進

事業 

 地域での健康づくりを推進するために、日高圏域市町が共同

して行う事業 

 

     418 
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（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

病・診連携休日救急

診療業務支援事業 

 休日の救急診療を確保するため、国保日高総合病院と日高医

師会との連携で実施する毎土曜日の小児救急と日曜・祝日に実

施する小児以外の休日救急時間外診療業務を実施するために要

する費用の一部を補助する事業 

  4,216 

 

生活習慣病予防健

康診査事業 

癌の早期発見による疾病予防、健康への自己管理に繋げるた

めに実施する事業。集団検診と医療機関委託検診がある。 

28,818 

感染症予防推進事

業 

 感染症を予防するため、乳幼児期における予防接種、思春期

の女児を対象とする子宮頸がん予防接種、高齢者インフルエン

ザ予防接種を実施する事業ならびに狂犬病予防を推進するため

の事業 

   98,733 

自殺対策事業 自殺予防のための普及啓発事業 722 

健康づくり推進事

業 

市民の健康増進を図り、健康意識を高めるために健診事業の

ＰＲ活動を行う。 

 2,184 

 

後期高齢者医療市

町村事業 

後期高齢者を被保険者とする新医療制度において、保険者で

ある広域連合が療養給付を行うための財源である保険料徴収と

後期高齢者医療制度を運営する広域連合の組織運営に要する費

用を負担する事業 

 504,377 

 

介護保険居宅サー

ビス費給付事業 

要支援・要介護と認定された在宅の高齢者が、訪問介護、通

所介護、短期入所生活介護などのサービスを利用するために必

要な費用から利用者負担を除いた費用を給付する事業 

717,000 

 

介護保険施設サー

ビス費給付事業 

要介護と認定された高齢者が、介護老人福祉施設などに入所

してサービスを利用するために必要な費用から利用者負担を除

いた費用を給付する事業 

766,000 

 

地域密着型サービ

ス費給付事業 

認知症などで要支援・要介護と認定された在宅の高齢者が、

住み慣れた地域で暮らすために、通所介護、訪問介護などのサ

ービスを利用するために必要な費用から、利用者負担を除いた

費用を給付する事業 

 264,000 

 

介護保険福祉用具

購入費給付事業 

要支援・要介護と認定された在宅の高齢者が、日常生活の便

宜を図るための用具を購入するための費用から、利用者負担を

除いた費用を給付する事業 

 6,000 
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（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

介護保険住宅改修

費給付事業 

 要支援・要介護と認定された在宅の高齢者が、日常生活の便

宜を図るために住宅改修を行う費用から利用者負担を除いた費

用を給付する事業 

 15,000 

 

高額介護サービス

費給付事業 

 自己負担額が一定を超えた場合や、医療費・介護費の自己負

担額の合算額が著しく高額となる場合の負担軽減を図るため、

自己負担限度額を超える部分に対し給付する事業 

  38,000 

 

特定入所者介護サ

ービス費給付事業 

 所得の低い要支援・要介護認定を受けた高齢者が介護福祉施

設への入所や、ショートステイの利用に伴う食費・居住費の一

部を給付する事業 

 92,100 

 

家族介護用品費給

付事業 

 

 要介護認定を受けた在宅の高齢者を介護する家族等の身体

的、経済的負担を軽減するため、紙おむつなどの介護用品の購

入費助成券を給付する事業 

8,160 

 

 

 

産業建設部 

 

（土地対策課） 

    

地籍調査事業  丸山地区 0.50k ㎡、北塩屋地区 0.66k ㎡、南塩屋地区 1.03k

㎡の地籍調査を実施する。 

66,430 

 

（農林水産課） 

  

農地・水環境保全向

上対策事業 

農地・水・環境の良好な保全と質的向上を図るため、地域ぐ

るみで共同活動を行う。 

1,666 

 

中山間地域等直接

支払事業 

 

 

中山間地域農業の担い手の減尐・耕作放棄地の増加を防ぎ、

農業生産の維持を通じて多面的機能を確保するとともに、農

業・農村地域の活性化を図る。 

上富安集落 

1,199 

鳥獣害防止対策事

業 

農作物を鳥獣被害から守り、生産の安定確保と地域の活性化

を図る。 

有害鳥獣捕獲支援事業       1,250 

6,961 
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（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

 防護柵設置支援事業        2,300 

 箱わな設置支援事業        3,240 

 狩猟免許取得支援事業        171 

 

小 規 模 土 地 改 良 

事業 

 

 老朽化水路の改修により、受益農家の管理労力の削減及び農

業生産の向上を図る。 

 畑ケ田水路改修工事        5,500 

 森岡水路改修工事         3,500 

農道舗装により、受益農家の管理労力の削減及び農業生産の

向上を図る。 

 桧谷農道舗装工事         1,550 

10,550 

土地改良施設維持 

管 理 適 正 化 事 業 

 年々増加している堆積土砂・ヘドロの浚渫を行うことにより

減尐している貯水量を確保し、ため池の機能回復を図る。 

 大池浚渫工事           5,000 

5,000 

漁港施設整備事業 

 

 

 

 漁港整備により、拠点漁港としての機能を充実し漁家の増収

安定と水産振興を図る。 

 加尾漁港   護岸施設工事     8,000 

 祓井戸漁港  関連道路舗装工事   2,000 

  10,000 

 

（商工振興課） 

  

商工振興事業 商工振興事業運営費補助      5,508 

商店街振興事業補助金       2,197 

きのくにロボットフェス事業補助金 1,350 

一店逸品事業支援補助金       450 

  9,505 

企業立地促進助成

事業 

企業が進出しやすい環境を整える助成事業として 

・企業立地促進助成金 

を行い産業の振興と雇用機会の拡大を図る。 

 

 

3,647 

資金利子及び信用

保証料補給事業 

中小企業への景気対策の一環として、 

・小規模事業者資金利子補給事業    3,800 

・中小企業信用保証料補給事業      1,000 

を行い金融緩和と経営の安定を図る。 

 

 

 

4,800 
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（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

労働振興事業 職業訓練センター管理運営費補助    8,000 

勤労者生活資金貸付預託金          1,000 

 9,000 

商店街街路灯電気

料補助 

商業の振興と消費者の利便性を図るために、商店街街路灯の

電気料金を補助する。 

1,620 

ふるさと雇用再生

特別基金補助 

空き店舗活用による地域活性化事業 5,776 

消費者行政活性化

事業 

 

消費者相談窓口の周知及び消費者被害未然防止のための消費

者啓発を強化、担当職員のレベルアップを図り、相談窓口業務

の充実を図る。 

1,705 

観光振興事業 

 

日高港の活性化を図るイベントを実施。また、「花のまちステ

ップアッププラン」の一環として、ファムツアーの実施等によ

り、御坊の魅力発信を図る。 

6,826 

 

（都市建設課） 

  

道路維持補修事業 

 

市道の路肩、側溝、舗装等の修繕    21,000 

主たる法定外道路の修繕             2,000 

23,000 

 

橋梁長寿命化修繕

計画策定事業 

 今後増大が見込まれる橋梁の修繕、架け替えに要する経費の

コスト縮減を図るため橋梁の長寿命化の修繕計画の策定業務 

5,000 

道路環境整備事業 歩行者の安全区間の確保、排水能力の向上のための側溝・舗

装等の道路環境整備 

・上紀小竹通線他２線                          

50,000 

街路事業 ・道成寺天田橋線 Ｌ＝1,000ｍ  Ｗ＝12.00ｍ    40,000 

木造住宅耐震化促

進事業住宅改修補

助事業 

 木造住宅の耐震改修を実施する者に対し、補助を行う。 

・耐震改修 一戸当たり 600千円 

3,000 

住宅・建築物安全ス

トック形成事業木

造住宅耐震改修・耐

震改修設計補助事

業 

 木造住宅の耐震改修・耐震改修設計の補助を行う。 

・耐震改修  １戸当たり 230千円 

・耐震改修設計１戸当たり 132千円 

1,810 
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（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

住宅・建築物安全ス

トック形成事業木造

住宅耐震診断委託 

 昭和 56年以前に建築された木造住宅の耐震診断を行う。 

・耐震診断  １戸当たり 44千円 

 660 

住宅・建築物安全ス

トック形成事業木

造住宅耐震改修設

計審査委託 

 木造住宅の耐震改修設計を実施する者に対し、第三者チェッ

クを行う。 

・耐震改修設計審査  １戸当たり 30千円 

 150 

 

（下水道課） 

  

下水路整備事業 北塩屋中山支線下水路改良工事他 7,200 

公共下水道事業 塩屋地区施設整備事業 

 管路工事他 

217,750 

 

（住宅対策課） 

  

耐震診断調査業務

委託 

庚申町団地２号館の耐震一次診断を実施する。 

 

1,000 

 

 

消防本部 

  

防火水槽新設 

 

消防水利の増設に伴い、消火体制の強化及び迅速化、延焼拡

大防止を図る。 

6,000              

消防緊急通信指令

施設の整備 

統合型位置情報システムを導入することにより携帯１１９番

通報からの位置情報を取得すると共に使用疲労、性能低下した

コンピューター部分の整備を行い、通信指令業務の強化を図る。 

50,000 

 

 

教育委員会 

 

（教育総務課） 

  

教科書改訂に伴う  ４月から小学校において新学習指導要領が全面実施され、使 9,071 
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（単位：千円） 

項 目 内 容 予算額 

指導書等の購入 用する教科書が改訂されることにより必要となる指導書、副教

材等を購入する。 

湯川中学校改築事

業費 

 今年度を初年度とし、老朽化が進んだ湯川中学校校舎棟、特

別教室棟及び屋内運動場棟を改築することにより、教育環境の

整備を図る。今年度は校舎耐力度調査や基本的な設計業務等の

委託及び学校用地の購入を図る。 

441,884 

外国青年招致事業  外国青年を招致し、中学校でのネイティブスピーカーによる

英語教育の実践と相互理解・国際交流の進展を図る。 

5,276 

児童生徒等健康管

理事業委託 

幼児・児童・生徒及び教職員の健康保持増進を図り、学校教

育等の円滑な運営に寄与する。 

14,717 

学校給食実施事業 学校給食をすべての市立小・中学校及び幼稚園に提供する。 188,318 

 

（生涯学習課） 
  

市民教養講座開設

事業 

市民を対象とし、著名人等を招聘し文化・教養の講座を開設

し、市民の学習要求に応える。 

2,800 

市民文化会館自主

事業 

市民を対象とし、芸術・文化等に触れる機会を提供し、市民

の学習要求に応える。 

6,075 

市民文化会館友の

会事業 

市民に文化活動の発表の機会や場を提供する。 1,215 

放課後子ども教室

推進事業 

すべての子どもを対象として、安全・安心な子どもの活動拠

点（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て、様々な体験活

動や交流活動に取り組む。 

368 

成人講座開設事業 成人を対象とした各種の教養・学習講座を公民館及び公民館

分館で開催し、市民の学習要求に応える。 

1,284 
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６．特別会計予算 

 

◎同和対策住宅新築資金等貸付事業特別会計       予算額        38,795 千円 

同和対策住宅新築資金、宅地資金、改修資金の起債の償還に要する経費 

 

◎国民健康保険特別会計                予算額     3,494,513 千円 

国民健康保険の被保険者に対する保険給付に要する経費 

 

◎公共用地先行取得事業特別会計            予算額         1,900 千円 

公共用地の用に供するための用地の先行取得に要する経費 

 

◎農業集落排水事業特別会計              予算額       148,200 千円 

農業集落におけるし尿や家庭排水を処理するための施設の維持管理に要する経費及び 

起債の償還に要する経費 

  総務費 8,916 千円    施設維持管理費 44,827 千円   公債費 93,457 千円 

 

◎介護保険特別会計                  予算額       2,129,280 千円 

公的介護保険制度に要する経費 

 

◎公共下水道事業特別会計               予算額       297,481 千円 

市街地におけるし尿や家庭排水を処理するための施設等の整備 

塩屋地区 管路工事費  162,000千円       上水道補償費  20,000 千円 

 

◎後期高齢者医療特別会計                予算額      515,465 千円 

75歳以上（経過措置あり）の後期高齢者医療制度に要する経費 
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７．水道事業会計予算 
収益的収入及び支出                              （単位：千円） 

区  分 平成２３年度 平成２２年度 比   較 

予算額（Ａ） 構成比（％） 予算額（Ｂ） 構成比（％） 増減額（Ａ－Ｂ） 増減率（％） 

事 業 収 益 506,940 100.0 510,907 100.0 △3,967 △0.8 

 営 業 収 益 497,889 98.2 501,739 98.2 △3,850 △0.8 

 営 業 外 収 益 9,041 1.8 9,158 1.8 △117 △1.3 

 特 別 利 益 10 0.0 10 0.0 0 0.0 

事 業 費 416,409 100.0 425,872 100.0 △9,463 △2.2 

 営 業 費 用 353,562 84.9 363,017 85.3 △9,455 △2.6 

 営 業 外 費 用 60,212 14.5 59,695 14.0 517 0.9 

 

 

特 別 損 益 10 0.0 10 0.0 0 0.0 

予 備 費 2,625 0.6 3,150 0.7 △525 △16.7 

 

資 本 的 収 支                              （単位：千円） 

区  分 平成２３年度 平成２２年度 比   較 

予算額（Ａ） 構成比（％） 予算額（Ｂ） 構成比（％） 増減額（Ａ－Ｂ） 増減率（％） 

資 本 的 収 入 56,510 100.0 102,010 100.0 △45,500 △44.6 

 

  

企 業 債 

補  助   金 

30,000 53.1 50,000 49.0 △20,000 △40.0 

6,500 11.5 4,000 3.9 2,500 62.5 

 負 担 金 20,000 35.4 48,000 47.1 △28,000 △58.3 

 固 定 資 産 売 却 

建 設 受 託 収 入 

10 0.0 10 0.0 0 0.0 

0 0.0 0 0.0 0 0.0 

資 本 的 支 出 301,961 100.0 334,160 100.0 △32,199 △9.6 

 建 設 改 良 費 218,531 72.4 254,924 76.3 △36,393 △14.3 

 企 業 債 償 還 金 83,430 27.6 79,236 23.7 4,194 5.3 

 

主 要 事 業 内 容 
（水道事務所）                                  （単位：千円） 

項   目 内         容 予算額 

浄 水 場 運 転 管 理 上水道の安全な水の供給のため２４時間体制の運転管理 9,778 

水 質 保 全 浄水場における原水及び浄水の水質検査 1,503 

漏 水 調 査 業 務 委 託 漏水の早期発見及び防止対策を図る 7,140 

配 水 管 等 修 繕 送水管、配水管、給水管の漏水修理 9,902 

メ ー タ ー 検 針 及 び 

料 金 集 金 業 務 委 託 

給水戸数（12,007戸）の検針業務委託 

水道料金集金業務委託 

7,623 

1,071 

メ ー タ ー 交 換 ８年周期でのメーター交換を実施 2,946 

配 水 設 備 改 良 事 業 

配水管布設工事 

配水管布設替工事 

配水池進入路拡幅工事等 

配水管布設等の工事路線の測量委託等 

20,265 

76,965 

57,750 

6,871 

浄 水 設 備 改 良 事 業 藤井浄水場送水ポンプインバータ設置工事等 23,625 

 


